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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  第59期第１四半期連結累計（会計）期間につきましては、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第60期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第59期

会計期間

自  平成22年
     １月１日
至  平成22年 
     ３月31日

自  平成23年
     １月１日
至  平成23年 
     ３月31日

自  平成22年
     １月１日
至  平成22年 
     12月31日

売上高 (千円) 5,389,575 5,592,916 22,213,537 

経常利益 (千円) 2,117,319 2,131,706 7,304,345 

四半期(当期)純利益 (千円) 1,504,865 1,583,613 4,687,912 

純資産額 (千円) 29,800,494 33,074,163 31,677,359 

総資産額 (千円) 33,090,656 36,331,342 34,951,116 

１株当たり純資産額 (円) 4,834.03 5,442.40 5,213.95 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 245.14 261.35 765.72 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― 261.29 765.62 

自己資本比率 (％) 89.7 90.8 90.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 317,192 838,074 4,434,661 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 283,728 131,382 △660,753

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △499,674 △476,970 △1,257,476

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 5,813,617 8,438,771 7,632,803 

従業員数 (名) 577 614 606 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容につい

て重要な変更はありません。主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社における状況 

 
(注)  従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー及び嘱託）は、当第１四半期連結会計期間の平均人

数を（ ）外数で記載しております。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注)  従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー及び嘱託）は、当第１四半期会計期間の平均人数を

（ ）外数で記載しております。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成23年３月31日現在

従業員数(名) 614（173）

 平成23年３月31日現在

従業員数(名) 489（173）
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 生産実績は、生産本数で表示しております。 

  

(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注)１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産本数 前年同四半期比(％)

歯科製品関連事業（本） 773,867  ―

工業製品関連事業（本） 13,540 ―

合計 787,407 ―

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

歯科製品関連事業 4,799,952 ― 3,067,844 ―

工業製品関連事業 689,503 ― 333,499 ―

その他事業 166,015 ― ― ―

合計 5,655,471 ― 3,401,343 ―

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

歯科製品関連事業 4,792,291 ―

工業製品関連事業 634,609 ―

その他事業 166,015 ―

合計 5,592,916 ―
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当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間の経済環境は、世界的に需要回復傾向が顕著になり、急速に需要が高まり

ましたが、本年３月11日に発生しました東日本大震災は電力供給や物流網をはじめとする社会インフラ

に深刻な打撃を与えました。それに加え、福島原子力発電所の放射能漏れ事故による風評被害が発生す

るなど先行き不透明感が高まっております。 

当社グループは売上の輸出割合が高く、昨今の長引く円高によるグローバル競争の激化が続いており

ます。海外の市場では価格攻勢だけではなく、納期や安全面での攻勢も厳しくなってきております。幸

いにも当社工場は震災の被害を免れました。３月中は計画停電の実施に伴い、一部生産活動に影響を与

えましたが、大きな混乱もなく製品の出荷に影響はありませんでした。 

このような環境のなか、当第１四半期連結会計期間の売上高は、5,592,916千円（前年同期比3.8％

増）、営業利益は、1,922,064千円（前年同期比8.7％減）、経常利益は、2,131,706千円（前年同期比

0.7％増）、四半期純利益は、1,583,613千円（前年同期比5.2％増）となりました。                 

  
セグメントの業績は次のとおりであります。 

（歯科製品関連事業） 

 世界的な市場の需要回復により、売上数量は増加いたしましたが、慢性的な円高により円換算額は

目減りしております。 

 この結果、売上高は、4,792,291千円、セグメント利益は、2,296,400千円となりました。 

  

（工業製品関連事業） 

 国内外の設備投資の回復により、当社グループにおきましては、携帯情報関連機器の部品加工用とし

て機械装着用スピンドルの売上が堅調に推移いたしました。 

 この結果、売上高は、634,609千円、セグメント利益は、223,234千円となりました。 

  

（その他事業） 

 修理等サービスも堅調に推移いたしましたが、慢性的な円高により円換算額は目減りしております。

売上高は、166,015千円、セグメント利益は、57,367千円となりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 5 ―



  
(2) 財政状態の分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ2,137,371千円増加し、25,252,897千円となりました。これ

は主として、現金及び預金が736,996千円、受取手形及び売掛金が284,631千円、その他の流動資産が

788,447千円増加した一方、仕掛品が169,574千円減少したこと等によるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ757,144千円減少し、11,078,444千円となりました。これは

主として、有形固定資産及び無形固定資産の償却に加えて長期定期預金が500,000千円、保険積立金

が409,649千円減少したこと等によるものであります。 
  

（負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ6,391千円増加し、2,842,949千円となりました。これは主と

して、買掛金が148,046千円増加する一方、未払法人税等が63,249千円、その他の流動負債が169,320

千円減少したこと等によるものであります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ22,968千円減少し、414,229千円となりました。これは主と

して、退職給付引当金が21,624千円減少したこと等によるものであります。  
  

（純資産） 

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ1,396,803千円増加し、33,074,163千円となりました。こ

れは主として、四半期純利益による利益剰余金が1,098,863千円増加したこと等によるものでありま

す。  

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ

805,968千円増加し、8,438,771千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、838,074千円（前年同四半期は317,192千円の獲得）となりまし

た。これは主として、税金等調整前四半期純利益2,562,706千円の計上により資金が増加した一方

で、売上債権の増加174,192千円、棚卸資産の増加117,329千円及び法人税等の支払額1,072,273千円

により資金を使用したことによるものであります。 
  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は、131,382千円（前年同四半期は283,728千円の獲得）となりまし

た。これは主として、定期預金の払戻等により資金を獲得する一方、有形固定資産の取得に資金を使

用したものであります。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、476,970千円（前年同四半期は499,674千円の使用）となりまし

た。これは主として、配当金の支払474,568千円を実施したことによるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、380,643千円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の

計画はありません。  
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  
(2) 【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年５月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,283,960 6,283,960 
大阪証券取引所  
ＪＡＳＤＡＱ  

（スタンダード）
単元株式数 100株

計 6,283,960 6,283,960 ― ―

平成22年５月12日 取締役会決議

 
第1四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数(個) 14(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,400(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 100(注)２

新株予約権の行使期間 平成22年５月29日～平成52年５月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円) 

      発行価格     6,529.75 
       資本組入額   3,264.88 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権
者」という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の
翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権
を行使することができるものとする。但し、新株予約権
者が当社の取締役の地位にある場合においても、平成51
年５月29日以降においては新株予約権を行使することが
できるものとする。 
その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けた

者との間で締結した「新株予約権割当契約」で定める条
件による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議に

よる承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３
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(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与

株式数を調整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 
 ２  新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
３   当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それ

ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が
完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場
合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新
設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる
日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生
ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前に
おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対
し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下
「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合において
は、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但
し、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併
契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条
件とする。 
① 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 
  新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 
② 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 
  再編成対象会社の普通株式とする。 
③ 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 
  組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、上表「新株予約権の目的である株式の種類及び 
 数」に準じて決定する。 
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
  交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成   
 後行使価額に、上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社 
 の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権 
 を行使することにより交付を受けることができる再編成対象会社の株式１株当たり１円と 
 する。 
⑤ 新株予約権を行使することができる期間 
  上表「新株予約権の権利行使期間」の開始日または組織再編成行為の効力発生日のうち 
 いずれか遅い日から、上表「新株予約権の権利行使期間」の満了日までとする。 
⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す
る事項 
 イ. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社 
   計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、  
   計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 
 ロ. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、上記 
   イ.記載の資本金等増加限度額から上記イ.に定める増加する資本金の金額を減じた額 
   とする。 
⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
  譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。 
⑧ 新株予約権の取得の事由及び条件 
  以下のイ、ロ、ハ、ニまたはホの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会 
 決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法第416条第４項の規定に従い委任 
 された執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株 
 予約権を取得することができる。 
 イ. 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 
  ロ. 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 
  ハ.  当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 
 ニ. 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の 
      承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 
  ホ. 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得 
      について当社の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決 
      議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年12月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式79株が含まれております。 

  

  

② 【自己株式等】 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年１月１日～   
平成23年３月31日

― 6,283,960 ― 867,948 ― 1,163,548 

  平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 224,500 

― 単元株式数 100株

完全議決権株式(その他) 普通株式6,057,600 60,576 同上

単元未満株式 普通株式  1,860 ― 同上

発行済株式総数 6,283,960 ― ―

総株主の議決権 ― 60,576 ―

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）     
株式会社ナカニシ     

栃木県鹿沼市下日向700番
地 224,500 ― 224,500 3.57 

計 ― 224,500 ― 224,500 3.57 

― 10 ―



  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものです。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。

  

  

  

  

  

  

２ 【株価の推移】

月別
平成23年 
 １月

 
２月

 
３月

最高(円) 9,300 9,080 9,160 

最低(円) 8,520 8,440 7,500 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結累

計期間(平22年１月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平

成23年１月１日から平成23年３月31日まで)については、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月

１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成

23年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

  

  

  

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,671,030 11,934,033

受取手形及び売掛金 3,464,076 ※１  3,179,444

有価証券 1,696,937 1,590,757

商品及び製品 2,102,963 1,892,930

仕掛品 1,909,394 2,078,968

原材料及び貯蔵品 1,734,495 1,588,519

繰延税金資産 505,075 467,426

その他 1,188,127 399,679

貸倒引当金 △19,201 △16,233

流動資産合計 25,252,897 23,115,526

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,977,711 3,900,935

機械装置及び運搬具 1,985,695 1,902,706

工具、器具及び備品 1,947,936 1,871,202

土地 1,041,230 1,014,050

建設仮勘定 579,773 453,247

減価償却累計額 △5,068,266 △4,934,477

有形固定資産合計 4,464,081 4,207,666

無形固定資産   

ソフトウエア 385,482 402,086

ソフトウエア仮勘定 29,449 21,504

のれん 87,483 96,795

その他 10,481 15,155

無形固定資産合計 512,897 535,542

投資その他の資産   

投資有価証券 3,428,589 3,506,764

関係会社株式 390,937 381,509

長期定期預金 500,000 1,000,000

保険積立金 1,277,057 1,686,706

繰延税金資産 331,434 331,218

その他 175,541 188,277

貸倒引当金 △2,094 △2,094

投資その他の資産合計 6,101,466 7,092,381

固定資産合計 11,078,444 11,835,589

資産合計 36,331,342 34,951,116
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 630,653 482,607

短期借入金 110,255 109,339

未払法人税等 1,048,278 1,111,528

賞与引当金 90,000 －

その他 963,762 1,133,082

流動負債合計 2,842,949 2,836,558

固定負債   

長期借入金 12,372 13,735

繰延税金負債 748 733

退職給付引当金 260,124 281,749

その他 140,983 140,979

固定負債合計 414,229 437,198

負債合計 3,257,179 3,273,756

純資産の部   

株主資本   

資本金 867,948 867,948

資本剰余金 1,163,548 1,163,548

利益剰余金 33,364,181 32,265,317

自己株式 △1,886,207 △1,886,207

株主資本合計 33,509,470 32,410,606

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 37,176 45,718

為替換算調整勘定 △569,079 △863,020

評価・換算差額等合計 △531,902 △817,301

新株予約権 9,140 9,140

少数株主持分 87,455 74,914

純資産合計 33,074,163 31,677,359

負債純資産合計 36,331,342 34,951,116
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 5,389,575 5,592,916

売上原価 1,912,887 2,177,602

売上総利益 3,476,688 3,415,313

販売費及び一般管理費 ※1  1,371,507 ※1  1,493,248

営業利益 2,105,180 1,922,064

営業外収益   

受取利息 30,050 21,733

受取配当金 3,120 294

生命保険解約返戻金 － 1,757

為替差益 － 173,701

雑収入 7,618 15,135

営業外収益合計 40,788 212,622

営業外費用   

支払利息 619 566

為替差損 26,542 －

雑損失 1,487 2,414

営業外費用合計 28,649 2,980

経常利益 2,117,319 2,131,706

特別利益   

投資有価証券売却益 － 5,650

役員退職慰労引当金戻入益 176,000 －

生命保険解約差益 167,875 430,580

特別利益合計 343,875 436,230

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,230

特別損失合計 － 5,230

税金等調整前四半期純利益 2,461,195 2,562,706

法人税、住民税及び事業税 887,638 1,000,233

法人税等調整額 56,846 △30,709

法人税等合計 944,485 969,524

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,593,182

少数株主利益 11,843 9,568

四半期純利益 1,504,865 1,583,613

― 15 ―



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,461,195 2,562,706

減価償却費 131,869 152,610

のれん償却額 9,494 9,311

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,455 2,414

賞与引当金の増減額（△は減少） 88,000 90,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,915 △21,624

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △316,800 －

受取利息及び受取配当金 △33,170 △22,027

支払利息 619 566

生命保険解約返戻金 △167,875 △432,337

投資有価証券売却損益（△は益） － △5,650

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,230

売上債権の増減額（△は増加） △245,782 △174,192

たな卸資産の増減額（△は増加） △268,496 △117,329

仕入債務の増減額（△は減少） 292,495 52,429

為替差損益（△は益） 10,267 △168,154

その他 △363,554 △41,194

小計 1,588,800 1,892,757

利息及び配当金の受取額 28,230 18,225

利息の支払額 △689 △635

法人税等の支払額 △1,299,150 △1,072,273

営業活動によるキャッシュ・フロー 317,192 838,074

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入 200,000 81,490

有形固定資産の取得による支出 △311,890 △396,650

無形固定資産の取得による支出 △30,493 △18,766

投資有価証券の取得による支出 △140,000 －

投資有価証券の売却による収入 37,227 80,850

定期預金の預入による支出 △4,803,751 △3,812,510

定期預金の払戻による収入 5,200,000 4,200,000

保険積立金の積立による支出 △208,040 △7,061

保険積立金の解約による収入 338,524 1,757

その他 2,152 2,273

投資活動によるキャッシュ・フロー 283,728 131,382

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △4,117 △2,402

配当金の支払額 △479,883 △474,568

少数株主への払戻による支出 △15,673 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △499,674 △476,970

現金及び現金同等物に係る換算差額 △84,050 313,482

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,196 805,968

現金及び現金同等物の期首残高 5,796,420 7,632,803

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  5,813,617 ※1  8,438,771
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日）を適用しております。これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響は軽微であります。 

  

【表示方法の変更】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府

令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の

科目で表示しております。 

  

【簡便な会計処理】 

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 
当第１四半期連結会計期間 

(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

１．棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。 

２．固定資産の減価償却費の算

定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算出する方法によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日)

───────

 
※１ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

受取手形 44,931千円

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 416,244千円

賞与引当金繰入額 16,531千円

退職給付費用 6,353千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 447,447千円

賞与引当金繰入額 16,612千円

退職給付費用 7,090千円

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 10,513,998千円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△5,307,028千円

取得日から３ヶ月以内に 

償還期限の到来する短期投

資（有価証券） 

606,647千円

現金及び現金同等物 5,813,617千円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 12,671,030千円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△5,644,465千円

取得日から３ヶ月以内に 

償還期限の到来する短期投

資（有価証券） 

1,412,206千円

現金及び現金同等物 8,438,771千円
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１

日  至  平成23年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 
  

  

３．新株予約権に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

 
  

  

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

株式の種類
当第１四半期    
連結会計期間末

普通株式(株) 6,283,960 

株式の種類
当第１四半期    
連結会計期間末

普通株式(株) 224,579 

会社名
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数
(株)

当第１四半期
連結会計期間末残高 

(千円)

提出会社 ― ― 9,140 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 484,750 80.00 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金
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(金融商品関係) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がないため、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっております

が、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なもので

はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動が認められません。 

  

(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 歯科製品関連事業……治療用ハンドピース、技工用マイクロモーター＆ハンドピース、外科用ハンドピー

ス、部品その他 

(2) 工業製品関連事業……手作業用グラインダー、機械装着用モーター＆スピンドル、部品、商品(先端工具)

(3) その他事業……修理 

  

 
歯科製品 
関連事業 
(千円)

工業製品
関連事業 
(千円)

その他事業 
  

(千円) 

計
  

(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
  

(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 4,774,366 441,139 174,069 5,389,575 ― 5,389,575 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 4,774,366 441,139 174,069 5,389,575 ― 5,389,575 

営業利益(又は営業損失) 2,439,355 158,739 49,855 2,647,951 （542,770） 2,105,180 

― 20 ―



  
【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  北アメリカ ……… アメリカ 

ヨーロッパ ……… ドイツ、フランス、イギリス、スペイン 

   アジア …………… 中国 

   その他 …………… オーストラリア 

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北アメリカ ……… アメリカ、カナダ 

(2) アジア …………… 中国、韓国、インド、香港、台湾 

(3) ヨーロッパ ……… ドイツ、フランス、イギリス、スペイン、イタリア、スイス、ポーランド 

(4) その他の地域 …… オーストラリア、イラン、南アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

 
日本 
(千円)

北アメリカ

(千円)
ヨーロッパ
(千円)

アジア
(千円)

その他
（千円）

計 
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 3,552,876 272,985 1,281,952 105,989 175,770 5,389,575 ― 5,389,575 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 957,022 3,389 14,908 ― ― 975,320 (975,320) ―

計 4,509,899 276,375 1,296,860 105,989 175,770 6,364,895 (975,320) 5,389,575 

営業利益(又は営業損失) 1,657,174 62,022 318,610 5,305 42,943 2,086,055 19,124 2,105,180 

 北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,074,275 784,938 1,634,859 827,811 4,321,885 

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― ― 5,389,575 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 19.9 14.6 30.3 15.4 80.2 
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【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。  

当社グループは、製品の種類、販売市場等の類似性を基に「歯科製品関連事業」、「工業製品関連事

業」及び「その他事業」の３つを報告セグメントとしております。 

  
各報告セグメントに属する主要製品 

 
  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日) 

 
(注)１ セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。 

    ２  セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益との調整を行っております。 

  

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

  
  
  

(賃貸等不動産関係) 

 該当事項はありません。 

  

報告セグメント 主要製品

歯科製品関連事業 
治療用ハンドピース、技工用マイクロモーター＆ハンドピース、口腔外科用ハンドピ
ース、医療用マイクロモーター＆ハンドピース、部品その他 

工業製品関連事業 手作業用グラインダー、機械装着用モーター＆スピンドル、部品、商品（先端工具）

その他事業 修理 

  (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額 
(注)１

四半期連結  
損益計算書  
計上額  
（注）２歯科製品関連 工業製品関連 その他 合計

売上高   

 外部顧客への売上高 4,792,291 634,609 166,015 5,592,916 ― 5,592,916 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 4,792,291 634,609 166,015 5,592,916 ― 5,592,916 

セグメント利益 2,296,400 223,234 57,367 2,577,002 (654,937) 1,922,064 
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(１株当たり情報) 

１．１株当たり純資産額 

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 
(注) １ 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著し

い変動が認められないため、記載しておりません。 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日)

 

１株当たり純資産額 5,442.40円
 

１株当たり純資産額 5,213.95円

項目
当第１四半期
連結会計期間末 

(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 33,074,163 31,677,359 

普通株式に係る純資産額(千円) 32,977,567 31,593,304 

差額の主な内訳(千円) 

  新株予約権 9,140 9,140 

  少数株主持分 87,455 74,914 

普通株式の発行済株式数(株) 6,283,960 6,283,960 

普通株式の自己株式数(株) 224,579 224,579 

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 6,059,381 6,059,381 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益 245.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
 

１株当たり四半期純利益 261.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 261.29円

項目 (自  平成22年１月１日 
至  平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日 
至  平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,504,865 1,583,613 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,504,865 1,583,613 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,138,746 6,059,381 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 

― ―
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年５月14日

株式会社ナカニシ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ナカニシの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカニシ及び連結子会社の平成22

年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  上  林   三 子 雄    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  英  志  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  南  山  智  昭  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年５月13日

株式会社ナカニシ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ナカニシの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成

23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカニシ及び連結子会社の平成23

年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  
  
  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  上  林   三 子 雄    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  英  志  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  南  山  智  昭  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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